
伊藤忠商事株式会社

 【決算の概要】 （単位：億円 △損失・減少）

　

※ 構成比は「合計」から「その他」を除いた値を100％として算出しております。

  

 (連)：連結子会社 

※ 当社が市場情報に基づき一般的な取引価格として認識している価格を記載しております。
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食料関連事業等の減益はあったものの、機械関連事業、化学品関連事業が好調に
推移したことに加え、住宅資材関連子会社の売却益もあり増益

販管費は増加したものの、税金費用の改善等により増益

取引増加や採算改善により、固定資産の減損及び物流費、新システム導入等の費用
増加はあったものの、増益

プレミアムタイヤ及び付帯サービスの強化による増益はあったものの、減損損失等に
より悪化

前期のMRRTに関する繰延税金資産の取崩の反動等はあったものの、鉄鉱石・石炭価格
の下落に加え、石炭事業における減損損失及び一部資産売却に伴う損失により悪化
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  営業活動によるキャッシュ・フロー

  投資活動によるキャッシュ・フロー

  （フリー・キャッシュ・フロー）　※　　　 　

  財務活動によるキャッシュ・フロー

  現金及び現金同等物の期末残高

  （前年度末比増減額）
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年間予定 内、中間予定

ブレント原油

鉄鉱石粉鉱

営業利益の減少に加え、アパレル関連事業における減損損失があり、中国関連事業の一般投資化に伴う
再評価益等はあったものの、減益

営業利益は前年並みに推移し、持分法投資損益の増加はあったものの、有価証券損益及び税金費用の
悪化により減益

営業利益の減少に加え、豪州石炭事業における減損損失及び一部資産売却に伴う損失等により、
前期のブラジル鉄鉱石事業における減損損失及びMRRTに関する繰延税金資産の取崩の反動は
あったものの、悪化

営業利益の増加に加え、前期の米国石油ガス開発事業における減損損失の反動及び当期の撤退に
おける税金費用等の好転もあり、北海油田開発案件に係る減損損失はあったものの、増益

営業利益は増加したものの、前期における頂新株式に係る一過性利益の反動及び青果物関連子会社に
おける減損損失等により減益

営業利益及び持分法投資損益の増加に加え、北米住宅資材関連子会社の売却益はあったものの、
欧州タイヤ事業における減損損失等により減益

第3四半期からのCITIC Limitedの持分法適用開始等により増益
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セグメント情報
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2015年度　連結決算ハイライト　〔IFRS〕

売上総利益

販売費及び一般管理費

10,697      10,891      194  △     

253  △     

60  △      

（参　考）

経　営　成　績

収   益 5,079  △  

2015年度 2014年度

8,355  △  8,102  △  

349          

230          

有価証券損益

その他の損益

1,099        727          

2,764        

3,227        

・総 資 産： 

CITIC Limited 株式取得に係る投融資実行（約 6,000 億円）による増加は 

あったものの、ブラジル鉄鉱石事業関連資産の統合に伴う投資の回収及び 

北米住宅資材関連子会社の売却に加え、一般投資における株価・資源価格 

の下落に伴う減少や円高の影響等により、前年度末比 5,243 億円（6.1％） 

減少の 8 兆 364 億円。 
 

・ネット有利子負債： 

CITIC Limited 株式取得に係る投融資実行に伴う借入金の増加があり、 

営業債権及び資産入替に伴う投資等の着実な資金回収による借入金の返済 

に加え、円高の影響はあったものの、前年度末比 1,751 億円（7.4％） 

増加の 2 兆 5,556 億円。 
                           

・株主資本： 

当社株主帰属当期純利益の積上げはあったものの、配当金の支払、 

一般投資における株価・資源価格の下落に伴う減少や円高の影響等により、 

前年度末比2,395億円（9.8％）減少の2兆1,937億円。 

株主資本比率は、前年度末比1.1ポイント低下の27.3％。 

NET DERは、前年度末比若干増加の1.17倍。 

・営業活動 CF:  

エネルギー、食料、金属及び機械における着実な資金回収に 

より、建設・物流における棚卸資産の増加等はあったものの、 

4,194 億円のネット入金。 
 

・投資活動 CF:  

ブラジル鉄鉱石事業関連資産の統合に伴う投資の回収による 

約 1,300 億円(※)に加え、北米住宅資材関連子会社の売却に 

よる約 1,100 億円の資金回収はあったものの、CITIC Limited 

株式取得に係る投融資実行（約 6,000 億円）等により、 

5,573 億円のネット支払。 
 

・財務活動 CF:  

配当金の支払に加え、上記ブラジル鉄鉱石事業投資回収の 

非支配持分への分配約600億円(※)はあったものの、借入金 

の調達等により、818億円のネット入金。 

 

(※)当社回収分は、約700億円のネット入金。 

・収 益    

エネ化(△4,028): 主としてエネルギートレーディング取引における油価下落の影響により減収 

住 情(△1,084): 主として当期における北米住宅資材関連子会社の売却の影響により減収 

金 属(△  334): 鉄鉱石の販売数量増加はあったものの、鉄鉱石・石炭価格の下落等により減収 

食 料(＋  247): 食品流通関連子会社における取引増加等により増収 

・売上総利益 

 食 料(＋161): 食品流通関連子会社における取引増加及び食糧関連子会社の堅調な推移により増益 

  エネ化(＋ 83): エネルギー及び化学品トレードの堅調な推移、並びに前年度におけるエネルギー 

                 関連事業の連結子会社取得等があり、油価下落に伴う開発原油取引の採算悪化は 

あったものの、増益 

金 属(△345): 鉄鉱石の販売数量増加及びコスト改善、鉄鉱石・石炭事業の為替の好転等は 

        あったものの、鉄鉱石・石炭価格の下落により減益 

繊 維(△ 32): 前第2四半期からのエドウインの取込開始はあったものの、アパレル関連事業の 

         販売不振及び在庫評価損もあり減益 
 

・販売費及び一般管理費 : 既存会社の経費増加及び前年度の連結子会社取得等により増加 
 

・貸倒損失             : 海外子会社における貸倒引当金の増加等 
 

・有価証券損益         : 北米住宅資材関連子会社の売却益等はあったものの、前期における 

頂新株式の一般投資化による一過性利益の反動等により減少 
 

・固定資産に係る損益   : 豪州石炭事業における減損損失及び一部資産売却に伴う損失に加え、 

欧州タイヤ事業、北海油田開発案件、並びに青果物関連子会社における 

減損損失等により悪化 
 

・その他の損益         : 当期における子会社でのリストラ関連費用等により悪化 
 

・金利収支             : CITIC Limited 株式取得に係る融資実行に伴う受取利息の増加等  
 

・受取配当金           : 石油及び LNG プロジェクトからの配当の減少はあったものの、 

パイプライン事業からの配当の増加等 
 

・持分法による投資損益 

金 属(＋652): 前期のブラジル鉄鉱石事業における減損損失の反動があり、豪州鉄鉱石・ 

          石炭事業における取込利益の減少、鉄鋼製品関連事業における市況低迷及び 

           需要減少の影響はあったものの、好転 

エネ化(＋393): 前期における米国石油ガス開発事業の減損損失の反動により、メタノール 

         関連事業の定期修繕の影響等はあったものの、改善 

その他(＋376): 第3四半期からの CITIC Limited の持分法適用開始等により増加 
 

・法人所得税費用   ：米国石油ガス開発事業からの撤退に伴う税金費用の好転に加え、 

                        前期における MRRT に関する繰延税金資産の取崩の反動等 

 

1. 「当社株主帰属当期純利益」は、前期比602億円(20.0％)減益の2,404億円。

・ 「当社株主帰属当期純利益」に含まれる特殊損益は、年間では750億円程度の損失（前期は50億円程度の損失）。

第4四半期において、資源分野のみならず非資源分野においても、資産入替促進の観点及び保守的な見地から資産内容を精査の上、損失処理し将来リスクを軽減。

・ 特殊損益を除いた通常損益は、3,150億円程度（前期は3,050億円程度）となり、前期比100億円程度の増益。 通常損益ベースでは、住生活・情報、機械の増益に加え、CITIC Limitedの持分法適用開始に伴う利益貢献が資源分野における減益をカバーし、増益を確保。

2. 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、前期比158億円増加し、4,194億円のネット入金。 4,000億円台の達成は3年連続。

・ CITIC Limited株式取得に係る投融資実行（約6,000億円）を除いたフリー・キャッシュ・フローは、約4,600億円のネット入金（「キャッシュ・フロー」欄参照）。

・ エネルギー、食料、金属及び機械における営業債権の着実な回収に加え、資産入替に伴う投資回収等を実行。 なお、一時的なCPグループ負担分（約3,200億円）については、3月24日までに全額回収済。

・ 株主資本は円高や資源価格下落の影響等により減少したものの、有利子負債の増加抑制により、「NET DER」は 1.17倍となった。

3. 中期経営計画「Brand-new Deal 2017」の基本方針である「財務体質強化」を着実に推進。

・ 戦略的な優良資産の売却や低収益事業からの早期EXITの実行により資産入替を積極的に進めたことに加え、のれん等の資産価値を可能な限り保守的に見積り懸念資産を圧縮し、資産の質及び効率性の更なる向上を図った。

(※)

16/3 15/3

別紙(ハイライト)




